
（一財）全国地域情報化推進協会　御中 報告日 2022年2月16日

派遣決定番号 347K

１．申請団体情報

１－１．申請団体

団体名 代表者名 本山　博幸

担当者部署 連絡先電話番号 0465-83-1221

担当者役職 主査 担当者氏名 椎野悟志 連絡先E-mail

住所

２．派遣アドバイザーに対する評価と要望

アドバイザー

評価

３．地域情報化アドバイザー派遣実績

派遣日 開始時刻 終了時刻 内休憩時間（分） 活動時間（分）

３－１．活動 2022年2月10日 14時30分 16時00分 0 90

３－２． 会場名 最寄駅 なし

派遣場所 所在地 最寄駅からの交通手段 なし

派遣形態 事前打合せ（オンライン）

４.報告書に関してのAPPLICホームページへの掲載許可

掲載許可

５．依頼内容及び支援を受けたことによる成果・効果

５－１．支援を受けた対象者 属性（職員、一般、企業等）について【自由記述】

2 人

５－２．支援を受けるにあたって目指した成果と実勢に支援を受けたことで改善又は解決した成果・効果

　事業の課題・問題点

　（具体的にご記入下さい）

支援により目指す成果

　（具体的にご記入下さい）

アドバイザーに支援を受けた内容

（具体的にご記入下さい）

支援を受け改善又は解決された内容

（具体的にご記入下さい）

具体的な成果物

改善又は解決されなかった内容

持ち越しとなった内容

（具体的にご記入ください）

258-8585　神奈川県松田町松田惣領2037番地

石塚　清香

大変よい

・規模は違いますが同じ市町村職員として、事業担当者の立場を良く汲んでいただいた上でご助言をいただけた。
・ガイドラインに関し、運用面で曖昧な記載となっている部分をご指摘いただくだけでなく、資料としての構成や視覚的にわ
かりやすくする方法、タブレットの実際の設定方法についても言及していただいた。

オンライン　（まん延防止措置により実地から変更）

支援を受けたアドバイザーに対する評価をお願いします。

アドバイザー
への要望事項

特にありません。

地域情報化アドバイザー制度活用報告書（１日目）

記

松田町

総務課

　地域情報化アドバイザー制度の活用実績について、下記のとおり報告します。

自治会長へのタブレットの配布において必要となるガイドラインに関し、盛り込むべき必要事項やセ
キュリティ面での留意点など最低限網羅しつつ、担当職員や自治会長において理解しやすい内容とし
たいと考えている。当該分野における知識が乏しいため、専門的な観点からのご助言をいただきた
い。

上記評価の理
由（どのよう
なところがよ
かったか等詳
細に）

人数

タブレット貸与事業の担当職員

○掲載可

なし

最も当てはまるものをリストより選択下さい。

タブレットの利活用を不必要に制限せずに情報漏洩等のリスクを減らし、使う側と管理する側の双方
が負担の少ない形で運用していくためのルール作成

事前に送付したガイドラインの内容をチェックしていただき、セキュリティ面での指摘をいただい
た。また、目的を「デジタル化」ではなく「デジタル化した結果、現状を改善する」とすることを念
頭に、機密性や完全性に比べ軽視されがちな可用性をしっかりと確保すべきとの助言をいただいた。
加えて、実際のタブレットの設定方法やガイドラインとしての分かりやすさについても改善点を示し
ていただいた。

用語説明の追加、情報伝達に使用するツールのパターン分け、自治会長の変更に伴う引継ぎ方法、パ
スコードの取扱い方法と顔認証機能使用の提案、パスワードのつけ方の手順説明、タブレットの位置
情報の取扱い、ガイドラインのわかりやすさ（最重要説明事項の箇条書き、図、例示）

いただいたアドバイスを基にガイドラインの変更を行う。

⑥途中段階であり、具体的な成果物はできていない

ガイドラインについては、ご指摘いただいた点を改善し、２日目に再度調整予定



アンケートの内容と分析結果

５－３．今後の計画

事業の最終的な目指す姿

６．地域情報化アドバイザー支援の様子

最も当てはまるものリストより選択下さい

全ての自治会長にタブレットが貸与され、紙と郵送で行っていた事務連絡や照会作業をデジタル化
し、担当職員と自治会長の双方の負担を軽減させる。

②次年度に予算化を図り推進する

講演・セミナー又は個別の事業支援の実施にあたりアンケートを行った場合は、その内容と分析結果
についてご記入下さい。（ＥＸＣＥＬやＰＤＦでの分析結果を添付されても結構です。）
アンケートを行わなかった場合はその理由をご記入下さい。

全自治会長26名中、パソコンや携帯電話の使用者は22名、自宅にWi-Fi環境がある者は18名、
LINEの使用者は15名、Word・Excelの使用者は21名、役場との情報伝達のデジタル化希望者は
14名


	報告書第１日目

